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■ 残業時間の削減を進めるには？ 
－日常業務を見直し、ムダを排除－

◆ 長時間労働の短縮に向けて 
 過去に「働きバチ」と揶揄されたこともある日本人の残業時間は、以前よりは短くなっているもの
の、国際的にみるとまだまだ長いと言われています。 
 1人あたりの平均年間総実労働時間は減少傾向にあるものの、正社員については、今も2,000
時間前後で推移しています。働き盛りの30～40代男性では、フルタイム勤務者のうち週60時間以
上働く人が全体の2割を超えています 
 ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を実現させるためにも長時間労働の短縮は必要不
可欠ですし、また、この4月からは改正労働基準法が施行され、月60時間を超える残業に支払う
賃金割増率が25％から50％以上へと引き上げられており（中小企業は猶予期間あり）、人件費抑
制の対策としても労働時間の短縮が急務と言えます。 
 
◆ 残業時間削減への各社の取組み 
 残業時間削減に向けて、ある企業では、会議で使用するディスプレー上に、社員1秒あたりの平
均賃金と会議時間を基に算出した「会議コスト」を秒刻みで表示しているそうです。一人ひとりにコ
ストを意識させ、会議を効率的に進めることが狙いです。この企業では、全スタッフが1日の予定
をパソコンに入力し、共有できる仕組みも導入したことにより、月間の平均残業時間が2年前に比
べ半分以下となったそうです。 
 また、他の企業では、1日の予定を管理職に報告させることに加え、全員の時間の使い方を分
析することで、長時間労働の原因を分析し、残業削減に取り組んでいるそうです。 
 
◆ 個人でもできる残業削減 
 残業時間を減らすには、社員の協力も必要不可欠です。仕事を効率的に終わらせるスキルを
身につけることができれば、個人でも残業の削減は可能です。 
 まずは、日常業務を徹底的に見直し、始業から就業までの間にどんな仕事をするのか、スケジ
ュールを書き出すことから始めます。このとき、例えば「13時～17時：資料作成」などと大まかに計
画しがちですが、資料作成といっても「データ収集」「情報分析」「入力作業」などいくつもの作業に
分かれます。業務を細分化し、事前に準備しておく事項や人に任せられる事項を明確にしておけ
ば、時間を効率的に使えるようになります。 
 残業時間の削減は労使双方にとって大きなメリットがあります。まずは、会議や打合せ、資料作
成などの身近なムダを排除することから始める必要がありそうです。
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